
1 

 

・調査の概要 

１．調査の目的 

経済のグローバル化や産業の発展に伴い、我が国企業が直面する模倣被害の実態を把握・分析し、模倣被害

の動向、具体的な課題の抽出、支援策のあり方等の検討に資することを目的とする。 

 

２．調査の根拠 

本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく一般統計調査である。 

 

３．調査の期日 

調査実施の前年度（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日） 

 

４．調査の範囲 

【地 域】 全国 

【単 位】 企業 

【属    性】 日本国特許庁に産業財産権を登録している企業 

【調査対象数】  4,529 企業（母集団数：168,893 企業） 

※「調査対象者の画定に当たっては、日本標準産業分類（第１３回改訂版）を使用するとともに、

集計結果の表章についても同分類を使用する。ただし、一部の業種の表章においては、分類

の統合を行う。 

（「参考：業種の定義」参照） 

 

５．調査方法及び経路 

【調査経路】 特許庁 → 民間事業者 → 調査対象企業 

【配布方法】 郵送 

【収集方法】 郵送、オンライン 

 

６．調査票の種類及び調査内容 

○当該企業の概要 

○模倣被害の状況について 

○模倣被害への対策状況について 

 

７．標本設計及び抽出方法 

（１）母集団名簿 

日本国特許庁が保有する行政記録情報を母集団とした。 

（２）標本設計を行う区分の選定 

調査客体への負担軽減、調査資源の効率化の観点から、各企業が日本国特許庁に産業財産権を登録して

いる件数毎に、『１０件未満』、『１０件以上１００件未満』、『１００件以上』の３区分に分け標本設計を行ったが、

母集団数が少ない『１００件以上』については全数調査とした。 

（３）抽出方法 

各企業が日本国特許庁に産業財産権を登録している件数毎に、『１０件未満』、『１０件以上１００件未満』、『１

００件以上』の３区分に分け、層化抽出した。そのうち、『１０件未満』、『１０件以上１００件未満』の企業について

は、回答比率を５０％、信頼水準を９５％、誤差率を５％、回収率を５０％と設定し、無作為抽出を行った。 

 

登録件数 権利者数 標本数 

10 件未満 146,007 768 

10 件以上 100 件未満 19,893 768 

100 件以上 2,993 2,993 

全体 168,893 4,529 
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８．集計・推計方法 

（１）集計方法 

業種別（17 分類）及び登録件数別（3 階層）に有効回答数の集計を行った。  

           

（２）推計方法           

   ①標本調査区分         

  

母集団を登録件数別（１０件未満、１０件以上１００件未満、１００件以上）の区分に分けた後、標本調査区分

（１０件未満及び１０件以上１００件未満）の各層については、推計元標本についての集計結果を推計元標本

数で除し、各層の母集団数を乗じることによって算出を行った（平均値による拡大）。 

 

                       （各層の推計元標本集計値） 

      （各層の全体推計値） ＝                     × （各層の母集団数） 

                         （各層の推計元標本数） 

         

各設問毎に、推計元標本についての集計結果を推計元標本数で除しているため、設問毎に各層の全体推計 

値が異なる。 

    

②全数調査区分 

全数調査である登録件数「１００件以上」の層の未回収企業の補完は、各調査事項の平均値により行った。 

 

９．調査結果の概要 

（１）調査の回収率 

登録件数 権利者数 標本数 回収件数 回収率 

10 件未満 146,007 768 238 31.0% 

10 件以上 100 件未満 19,893 768 281 36.6% 

100 件以上 2,993 2,993 1,603 53.6% 

全体 168,893 4,529 2,122 46.9% 

 

（２）調査結果の評価 

①評価方法 

調査結果の評価は、模倣被害の総額（2015 年度）の達成精度（標準誤差率）を基に行った。 

   

 標準偏差 2  ＝    （ 標準偏差𝑖2 ∕ 標本数𝑖  ） ×  母集団数𝑖 ×  ( 母集団数𝑖 - 標本数𝑖 ) ｝ / 母集団数 2 

 

    標準誤差率 ＝ 標準誤差 / 平均 

       標準偏差i ： 第𝑖層の模倣被害の総額の標準偏差 

       平均 ： 模倣被害の総額の平均 

       標本数𝑖 ： 第𝑖層の標本数 

       母集団数𝑖 ： 第𝑖層の母集団数 

       Ｌ ： 層の総数 

 

②達成精度（標準誤差率） 

登録件数 
模倣被害の総額 

平均（百万円） 標準偏差 標準誤差率 

10 件未満 
60 

18.7858 
0.2238 

10 件以上 100 件未満 228.9791 
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１０．概況及び統計表について 

（１）回答企業の概要 

１）資本金規模別構成比率 

資本金規模 回答者計 割合 

５千万円以下 450  22.0%  

５千万円超１億円以下 291  14.2%  

１億円超３億円以下 119  5.8%  

３億円超１０億円以下 215  10.5%  

１０億円超５０億円以下 317  15.5%  

５０億円超１００億円以下 200  9.8%  

１００億円超 456  22.3%  

全体 2,048  100.0%  

 

２）従業員数規模別構成比率     

従業員数規模 回答者計 割合 

５０名以下 356  17.2%  

５０名超１００名以下 129  6.2%  

１００名超３００名以下 354  17.1%  

３００名超１，０００名以下 566  27.4%  

１，０００名超 663  32.1%  

全体 2,068  100.0%  

 

３）業種別構成比率 

業種規模 回答者計 割合 

農林水産・鉱業 10  0.5%  

建設業 83  4.0%  

食品製造業 142  6.8%  

繊維系製造業 52  2.5%  

化学系製造業 264  12.7%  

鋼鉄・金属製造業 75  3.6%  

機械系製造業 321  15.4%  

その他製造業 430  20.6%  

電気・ガス・水道業 12  0.6%  

運輸業 31  1.5%  

情報通信業 69  3.3%  

卸売業 146  7.0%  

小売業・飲食サービス業 103  4.9%  

金融・保険業 27  1.3%  

不動産業 23  1.1%  

サービス業 104  5.0%  

その他 191  9.2%  

全体 2,083  100.0%  
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４）商品特性（複数回答）  

商品特性 回答者計 割合 

最終消費財（完成品） 1,105  54.4%  

半製品・部品・原材料 577  28.4%  

産業機械・生産設備 283  13.9%  

サービス 392  19.3%  

全体 2,031  -  

 

５）海外事業展開、輸出の有無 

海外事業拠点 回答者計 割合 

事業拠点がある 1,165  57.0%  

事業拠点はないが輸出している 293  14.4%  

事業拠点はなく輸出もしていない 585  28.6%  

全体 2,043  100.0%  

 

６）調査対象企業の主力商品分野  

業種規模 回答者計 割合 

一般機械 48 2.5% 

産業機械 205 10.5% 

精密機械 17 0.9% 

電子・電気機械 85 4.3% 

電子部品・デバイス 64 3.3% 

ソフトウェア 33 1.7% 

輸送用機械（車輌） 95 4.9% 

その他輸送用機械 11 0.6% 

家具・木製品 19 1.0% 

文具・事務用品 22 1.1% 

台所・食卓・洗面用品 24 1.2% 

鞄その他身の回り品 23 1.2% 

その他雑貨 35 1.8% 

繊維 70 3.6% 

食品 185 9.4% 

化学品 132 6.7% 

医薬品 68 3.5% 

化粧品等 50 2.6% 

卸・小売業 81 4.1% 

建築資材・住宅用資材 100 5.1% 

その他 加工基礎資材・機械部品等 90 4.6% 

印刷物・フィルム 28 1.4% 

情報通信サービス 40 2.0% 

学術研究、専門・技術サービス 66 3.4% 

その他サービス、公的機関 151 7.7% 

その他 216 11.0% 

全体 1,958 100.0% 
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（２）記号及び注記について  

「0」は該当数値なしであることを表している。 

 

（３）平成２８年度調査より統計法に基づく一般統計調査として標本抽出を導入していることから、前年度以前の

模倣被害実態調査結果との単純比較はできない。 

 

・その他の注意事項 

 １．この統計表に掲載された数値を他に転載する場合は、「2016 年度模倣被害実態調査（特許庁）」による旨を明    

記してください。 

 ２．この統計表に関する質問は、下記宛てにお願いいたします。     

      

特許庁総務部国際協力課海外戦略班 

住所  〒100-8915 東京都千代田区霞が関 3 丁目 4 番 3 号 

電話  03-3581-1101 内線 2575 


